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宍戸善一名誉教授　略歴

1975 年 03 月	 私立開成高等学校卒業
1976 年 04 月	 東京大学教養学部文科 1 類入学
1980 年 03 月	 東京大学法学部卒業
1980 年 04 月	 東京大学法学部助手
1983 年 04 月	 成蹊大学法学部専任講師
1985 年 04 月	 成蹊大学法学部助教授
1985 年 09 月	 カリフォルニア大学バークレー校ロースクール客員研究員

（至　1987 年 9 月）
1990 年　　　	 国際連合国際商取引法委員会（UNCITRAL）日本代表（至　

1995 年）
1994 年 04 月	 成蹊大学法学部教授
1995 年　　　	 財団法人中小企業総合研究機構「創造的中小企業組織法制

研究会」座長
1998 年 09 月	 コロンビア大学ロースクール客員教授（至　1999 年 5 月）
2000 年　　　	 通商産業省産業政策局「プライベートエクイティファイナ

ンス事業環境整備研究会」座長
2000 年　　　	 経済産業省産業構造審議会委員（至　2006 年）
2001 年 07 月	 弁護士登録（第 1 東京弁護士会）
2002 年　　　	 法務省法制審議会商法部会（会社法の現代化）幹事（至　

2005 年）
2002 年 8～9 月	 カリフォルニア大学バークレー校ロースクール客員教授

（以後、2003 年、2005 年、2007 年、2009 年、2010 年、2012
年、2014 年、2016 年、2017 年、2018 年、2019 年、2020
年）

2004 年 04 月	 成蹊大学法科大学院教授
2005 年 01 月	 ハーバード大学ロースクール客員教授
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2007 年 02 月	 博士（法学、東京大学）
2007 年　　　	 RIETI ファカルティフェロー（至　2010 年）
2009 年 04 月	 一橋大学大学院国際企業戦略科教授
2012 年 06 月	 横河電機株式会社社外監査役（至　2020 年 6 月）
2015 年 9～12 月	 イェール大学ロースクール上級研究員
2017 年 03 月	 シンガポール国立大学ロースクール上級研究員
2018 年 04 月	 一橋大学大学院法学研究科教授
2018 年 12 月	 コロンビア大学ロースクール短期客員教授
2019 年 06 月	 株式会社東京金融取引所社外取締役
2019 年 08 月	 シカゴ大学 Becker Friedman Institute of Economics 客員研

究員
2020 年 2～3 月	 デューク大学ロースクール客員教授
2020 年 04 月	 一橋大学名誉教授
2020 年 04 月	 武蔵野大学法学部教授
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宍戸善一名誉教授　著作目録

邦文著作

Ⅰ　著書

『国際合弁』（草野厚氏と共著）（有斐閣、1988 年）
『ベーシック会社法入門』（日本経済新聞出版社、〔第 1 版〕1991 年、〔第 8 版〕

2020 年）
『法と経済学：企業関連法のミクロ経済学的考察』（常木淳氏と共著）（有斐閣、

2004 年）
『動機付けの仕組としての企業：インセンティブ・システムの法制度論』（有斐閣、

2006 年）
『公開会社法を問う』（柳川範之氏、大崎貞和氏と共著）（日本経済新聞出版社、

2010 年）
『ゼミナール金融商品取引法』（大崎貞和氏と共著）（日本経済新聞出版社、2013

年）
『ジョイント・ベンチャー戦略大全』（福田宗孝氏、梅谷眞人氏と共著）（東洋経

済新報社、2013 年）

Ⅱ　編著

『委員会等設置会社ガイドブック』（広田真一氏と共編）（東洋経済新報社、2004
年）

『M&A　ジョイント・ベンチャー』（中野道明氏と共編）（日本評論社、2006 年）
『ベンチャー企業の法務・財務戦略』（ベンチャー・ロー・フォーラム（VLF）

と共編）（商事法務、2010 年）
『「企業法」改革の論理』（日本経済新聞出版社、2011 年）
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『コーポレート・ガバナンス改革の提言―企業価値向上・経済活性化への道筋』
（後藤元氏と共編）（商事法務、2016 年）

『スタートアップ投資契約―モデル契約と解説』（ベンチャー・ロー・フォーラ
ム（VLF）と共編）（商事法務、2020 年）

Ⅲ　監修書

『会社法実務解説』（岩倉正和 = 佐藤丈文編著）（有斐閣、2011 年）

Ⅳ　論文

「閉鎖会社における内部紛争の解決と経済的公正（一）～（四・完）」法学協会雑
誌 101 巻 4 号 505 頁、6 号 795 頁、9 号 1319 頁、11 号 1758 頁（1984 年）

「国際的ジョイント・ベンチャーの諸問題」総合研究開発機構編『企業の多国籍
化と法Ⅱ　多国籍企業と国際取引』3 頁（三省堂、1987 年）

「商法改正試案と閉鎖会社法の問題点〔上・中・下〕」商事法務 1154 号 24 頁、
1155 号 35 頁、1156 号 24 頁（1988 年）

「紛争解決局面における非公開株式の評価」岩原紳作編『現代企業法の展開：竹
内昭夫先生還暦記念』397 頁（有斐閣、1990 年）

「企業買収（M&A）」ジュリスト 948 号 31 頁（1990 年）
「非公開株式の評価再論」青竹正一 = 浜田道代 = 山本忠弘 = 黒沼悦郎編『現代企

業と法：平出慶道先生還暦記念』37 頁（名古屋大学出版会、1991 年）
「会社における利益相反関係」法学教室 139 号 101 頁（1992 年）
「国際的履行保証システムと紛争処理」ジュリスト 1007 号 53 頁（1992 年）
「経営者に対するモニター制度―従業員主権論と株式会社法」伊丹敬之 = 加護

野忠男 = 伊藤元重編『日本の企業システム　第一巻　企業とは何か』211 頁
（有斐閣、1993 年）

「日本企業と株式会社法」トラスト 60 研究叢書『国際商取引に伴う法的諸問題
（2）』225 頁（1993 年）
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「大株主の権利行使」ジュリスト 1050 号 142 頁（1994 年）
「ジョイント・ベンチャーにおける内部紛争の構造と対策」総合研究開発機構編

『経済のグローバル化と法』42 頁（三省堂、1994 年）
「国際企業提携と紛争」総合研究開発機構編『経済のグローバル化と法』351 頁

（三省堂、1994 年）
「株式会社法の強行法規性と株主による会社組織設計の可能性―二人会社の場

合」商事法務 1402 号 30 頁（1995 年）
「コーポレート・ガバナンスと株式会社法」組織科学 28 巻 4 号 76 頁（1995 年）
「生命保険相互会社のコーポレート・ガバナンス」落合誠一 = 山下友信 = 江頭憲

治郎編『現代企業立法の軌跡と展望：鴻常夫先生古稀記念』605 頁（商事法務
研究会、1995 年）

「コーポレート・ガバナンスにおける株主総会の意義」商事法務 1442 号 2 頁
（1996 年）

「持分会社と会社分割―企業グループのコーポレート・ガバナンスにおける意
義」商事法務 1412 号 8 頁（1996 年）

「閉鎖会社と株主代表訴訟」小林秀之 = 近藤光男編『株主代表訴訟大系』35 頁
（弘文堂、1996 年）

「銀行経営者に対するモニターの諸問題」トラスト 60 研究叢書『国際商取引に伴
う法的諸問題（5）』（1996 年）

「会社分割立法に関する一考察」ジュリスト 1104 号 35 頁（1997 年）
「ベンチャー・ビジネスのための組織法作りを試みて―『創造会社法試案』」ジ

ュリスト 1125 号 4 頁（1997 年）
「抗弁切断の意義と機能」法学教室 204 号 24 頁（1997 年）
「日米比較コーポレート・ガバナンスと商法改正論議への視座」民商法雑誌 117

号 599 頁（1998 年）
「銀行株式会社のコーポレート・ガバナンス」成蹊法学 47 号 209 頁（1998 年）
「契約的組織における不安―ジョイント・ベンチャーとベンチャー・ビジネス

のプランニング」岩原紳作 = 神田秀樹編『商事法の展望―新しい企業法を求
めて：竹内昭夫先生追悼』453 頁（商事法務研究会、1998 年）
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「会社の意思決定：コメント」三輪芳朗 = 神田秀樹 = 柳川範之編『会社法の経済
学』185 頁（東京大学出版会、1998 年）

「新しい企業システムの模索」社会科学研究 50 巻 4 号 13 頁（1999 年）
「動機付けの仕組としての企業（1）～（9・完）」成蹊法学 52 号 39 頁、53 号 91

頁、54 号 19 頁（2001 年）、56 号 57 頁、57 号 61 頁（2003 年）、58 号 1 頁、59
号 33 頁、60 号 209 頁（2004 年）、61 号 59 頁（2005 年）

「ベンチャー企業育成の仕組と法的課題」ジュリスト 1218 号 6 頁（2002 年）
「ベンチャー育成の日米比較―動機付けの仕組と法的課題」エコノミックス 7

号 119 頁（2002 年）
「種類株式制度の自由化」法律のひろば 55 巻 4 号 24 頁（2002 年）
「コーポレート・ガバナンスに関する一考察」法曹時報 54 巻 8 号 2101 頁（2002

年）
「企業システムの比較研究―シリコンバレー・モデルを中心として」伊藤秀史

編著『日本企業変革期の選択』27 頁（東洋経済新報社、2002 年）
「コーポレート・ガバナンスにおける取締役会の意義」フィナンシャル・レビュ

ー 68 号 64 頁（2003 年）
「定款自治の範囲に関する一考察」（増田健一、武井一浩、棚橋元の各氏と共著）

商事法務 1675 号 54 頁（2003 年）
「総則・合名合資会社・LLC」商事法務 1687 号 4 頁、別冊商事法務 271 号 44 頁

（2004 年）
「人的資本会社（日本版 LLC）の検討」国際税制研究 12 号 154 頁（2004 年）
「交渉の場としての取締役会―取締役会の仕組と動機付けの仕組の相互関係」

小塚荘一郎 = 高橋美加編『商事法への提言：落合誠一先生還暦記念』269 頁
（商事法務、2004 年）

「合名会社・合資会社・日本版 LLC」ジュリスト 1267 号 28 頁（2004 年）
「新 J モデルの提案」宍戸善一 = 広田真一編　日本取締役協会著『委員会等設置

会社ガイドブック』1 頁（東洋経済新報社、2004 年）
「LLC で創業を―創業とベンチャー企業における LLC の可能性」（仲江武史氏

と共著）日下部聡 = 石井芳明編『日本版 LLC―新しい会社の形』177 頁（金
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融財政事情研究会、2004 年）
「ジョイント・ベンチャー契約とベンチャー・キャピタル投資契約―両者にお

ける動機付け交渉の比較」澤田壽夫 = 柏木昇 = 森下哲朗編著『国際的な企業戦
略とジョイント・ベンチャー』191 頁（商事法務、2005 年）

「持分会社」ジュリスト 1295 号 110 頁（2005 年）
「新産業創造のための組織の創設―日本版 LLP と LLC による人的資本活用に

向けて」（石井芳明氏と共著）一橋ビジネスレビュー 53 巻 1 号 48 頁（2005
年）

「定款自治の範囲の拡大と明確化―株主の選択」商事法務 1775 号 17 頁（2006
年）

「ベンチャー企業と合同会社制度」（岩瀬ひとみ氏と共著）法律のひろば 59 巻 3
号 12 頁（2006 年）

「動機付けの仕組としての企業とハードロー・ソフトロー」法社会学 66 号 104 頁
（2007 年）

「会社支配権と私的財産権：第三者割当増資再論」黒沼悦郎 = 藤田友敬編『企業
法の理論〔上巻〕：江頭憲治郎先生還暦記念』337 頁（商事法務、2007 年）

「税制が企業活動のプレーヤーの動機付けに与える影響」神田秀樹 = 財務省財務
総合政策研究所編『企業統治の多様化と展望』185 頁（金融財政事情研究会、
2007 年）

「合同会社形態創設の意義と利用」ジュリスト増刊『会社法の争点』91 頁（2009
年）

「親子上場をめぐる議論に対する問題提起〔上・中・下〕―法と経済学の観点
から」（新田敬祐氏、宮島英昭氏と共著）商事法務 1898 号 38 頁、1899 号 4 頁、
1900 号 35 頁（2010 年）

「ジョイント・ベンチャーとの比較におけるベンチャー・キャピタル投資契約の
特色」宍戸善一 = ベンチャー・ロー・フォーラム（VLF）編『ベンチャー企
業の法務・財務戦略』325 頁（商事法務、2010 年）

「企業における動機づけ交渉と法制度の役割」宍戸善一編『「企業法」改革の論
理』1 頁（日本経済新聞出版社、2011 年）
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「SOX 法・JSOX 法の比較とインセンティブ効果」（大崎貞和氏と共著）宍戸善
一編『「企業法」改革の論理』369 頁（日本経済新聞出版社、2011 年）

「親子上場の経済分析―利益相反問題は本当に深刻なのか」（宮島英昭氏、新田
敬祐氏と共著）宮島英昭編『日本の企業統治』289 頁（東洋経済新報社、2011
年）

「合弁合同会社」小出篤 = 小塚荘一郎 = 後藤元 = 潘阿憲編『企業法・金融法の新
潮流：前田重行先生古稀記念』211 頁（商事法務、2013 年）

「ベンチャー企業とベンチャー・キャピタル」江頭憲治郎編『株式会社法大系』
107 頁（有斐閣、2013 年）

「ジョイント・ベンチャー契約とベンチャー・キャピタル投資契約の交錯―大
企業のベンチャー企業との関わり方の変化」編集代表　岩原紳作 = 山下友信 =
神田秀樹『会社・金融・法〔上巻〕』31 頁（商事法務、2013 年）

「匿名組合再考」伊藤眞 = 松尾眞 = 山本克己 = 中川丈久 = 白石忠志編『経済社会
と法の役割：石川正先生古稀記念』793 頁（商事法務、2013 年）

「漁業 LLC モデルに見る人的資本と物的資本の結合」（大杉謙一氏と共著）森信
茂樹編著　野村資本市場研究所「経済活性化と合同会社の法制・税制の整備」
研究会著『合同会社（LLC）とパススルー税制』166 頁（きんざい、2013 年）

「合同会社の退社員の持分評価―譲渡制限株式の評価との比較」出口正義 = 吉
本健一 = 中島弘雅 = 田邊宏康編『企業法の現在：青竹正一先生古稀記念』427
頁（信山社、2014 年）

「インセンティブ・バーゲニング、企業法、立法政策」（後藤元氏と共著）宍戸善
一 = 後藤元編著『コーポレート・ガバナンス改革の提言：企業価値向上・経済
活性化への道筋』1 頁（商事法務、2016 年）

「日本企業のコーポレート・ガバナンスの今後のあり方―ファミリー企業から
の示唆」（柳川範之、齋藤卓爾、太宰北斗の各氏と共著）宍戸善一 = 後藤元編
著『コーポレート・ガバナンス改革の提言：企業価値向上・経済活性化への道
筋』155 頁（商事法務、2016 年）

「モニタリング・ボード再考―内部ガバナンスと外部ガバナンスの補完性の観
点から」黒沼悦郎 = 藤田友敬編『企業法の進路：江頭憲治郎先生古稀記念』
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231 頁（有斐閣、2017 年）
「『日本的取引慣行』の実態と変容―総論：取引当事者間の動機付け交渉の観点

から」商事法務 2142 号 4 頁（2017 年）
「非公開企業における動機付け交渉―忠実義務と退社権の代替性の観点から」

徳本穰 = 徐治文 = 佐藤誠 = 田中慎一 = 笠原武朗編『会社法の到達点と展望：森
淳二朗先生退職記念』209 頁（法律文化社、2018 年）

「上場子会社のガバナンスとフィデューシャリー・デューティ」信託フォーラム
12 号 72 頁（2019 年）

「日本のスタートアップ企業を取り巻く過去 10 年間の変化と優先株式を用いたス
タートアップ投資契約の広がり」宍戸善一 = ベンチャー・ロー・フォーラム

（VLF）編『スタートアップ投資契約―モデル契約と解説』1 頁（商事法務、
2020 年）

「少数株主が支配株主を訴える方法―動機付け交渉の観点から」高橋公忠 = 砂
田太士 = 片木晴彦 = 徳本穰 = 久保寛展編『企業法の改正課題：西山芳喜先生古
稀記念』（法律文化社、2021 年刊行予定）

Ⅴ　判例研究

「引受欠缺のある新株につき共同引受をしたと見做された取締役の一人が全額の
払込をした場合における右新株の帰属」（東京地判昭和 53 年 11 月 30 日・判時
915 号 104 頁）ジュリスト 747 号 290 頁（1981 年）

「手形金額に錯誤のある裏書きと悪意の取得者に対する償還義務の範囲」（最判昭
和 54 年 9 月 6 日 ・ 民 集 33 巻 5 号 630 頁）法 学 協 会 雑 誌 99 巻 2 号 344 頁

（1982 年）
「商法 204 条ノ 3 第 2 項の『純資産額』の算定―税法上認められた利益性引当

金の取扱い―法定額に僅かに不足する供託の効力および商法 204 条ノ 4 第 3
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